
優
爾
畿
翻
ン
鸞
蟻
匿
盆
鐘
鑢
類
あ
り

マ
ネ
ー
が
社
債
・株
式
に
シ
フ
ト
．資
産
高
が

家
計
の
債
務
調
整
長
期
化
の
「悲
観
」を
覆
す

た

け

な

か

竹
中

米
国
の
Ｑ
種
２
は
、
様
価
上
昇
に
よ
る
家
計
の
債
務
調
整
支
援
な
ど
を
通
じ
、

米
国
実
体
経
済
の
押
し
上
げ
に
確
実
に
効
い
て
掛
る
。

年
１１
月
の
米
連
邦
公
開
市
場
委
員

会

（Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
）
で
決
定
さ
れ
た

量
的
金
融
緩
和
追
加
策

（２
０
０
８
年
後

半
か
ら
１０
年
初
頭
に
実
施
さ
れ
た
第
１
次

量
的
金
融
緩
和
クＱ
Ｅ
″
と
区
別
し
て
″Ｑ

Ｅ
２
ク
と
呼
ば
れ
る
）
は
、
今
年
６
月
ま

で
に
政
府
財
務
省
証
券
を
６
０
０
０
億
ド
ル

（約
４８
兆
円
）買
い
増
す
と
い
う
内
容
で
あ

る
が
、
そ
の
効
果
を
巡
っ
て
エ
コ
ノ
ミ
ス

ト
の
意
見
は
対
立
し
て
き
た
。
Ｑ
Ｅ
２
は

①
デ
フ
レ
回
避
に
効
か
な
い
、
②
将
来
に

イ
ン
フ
レ
高
進
の
副
作
用
を
も
た
ら
す
、

③
ド
ル
安
と
新
興
諸
国
に
お
け
る
バ
ブ
ル

を
も
た
ら
す
な
ど
、
効
果
の
有
無
と
副
作

用
を
巡
る
批
判
を
米
連
邦
準
備
制
度
理
事

会

（Ｆ
Ｒ
Ｂ
）
は
浴
び
た
。
ゼ
ロ
金
利
下

で
も
金
融
政
策
は
追
加
的
な
有
効
性
を
発

揮
し
得
る
か
と
い
２ヽ
Ｈ̈
で
、
Ｑ
Ｅ
２
は
日

本
で
の
日
銀
の
量
的
金
融
緩
和
と
並
ぶ
未

曽
有
の
金
融
政
策
実
験
で
も
あ
る
。

伝
統
的
な
金
融
政
策
で
は
、
連
邦
準
備

銀
行
が
誘
導
操
作
の
対
象
に
す
る
の
は
銀

行
間
短
期
金
利
と
し
て
の
フ
ェ
デ
ラ
ル
フ

ア
ン
ド
レ
ー
ト

（Ｆ
Ｆ
レ
ー
ト
）
で
あ
り
、

長
期
金
利
は
直
接
の
操
作
対
象
と
な
ら
な

い
。
な
ぜ
な
ら
Ｆ
Ｆ
レ
ー
ト
は
短
期
マ
ネ

ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
で
の
日
々
の
資
金
需
給
に

連
銀
が
介
入
す
る

（資
金
不
足
時
は
マ
不

―
を
供
給
し
、
余
剰
時
は
吸
い
上
げ
る
）

こ
と
で
、　
一
定
の
水
準
に
誘
導
で
き
る
。

し
か
し
数
兆
ド
ルも
の
発
行
残
高
が
あ
り
、

市
場
参
加
者
の
将
来
の
イ
ン
フ
レ
期
待
に

も
依
存
す
る
長
期
国
債
利
回
り
は
連
銀
が

直
接
操
作
可
能
な
対
象
と
は
通
常
は
考
え

ら
れ
な
い
か
ら
だ
。

し
か
し
、
Ｑ
Ｅ
２
は
そ
の
長
期
金
利
の

引
き
下
げ
、
あ
る
い
は
低
位
安
定
を
意
図

し
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
そ
れ
が
効
果
を

発
揮
す
る
仕
組
み
を
バ
ー
ナ
ン
キ
Ｆ
Ｒ
Ｂ

議
長
は
昨
年
８
月
の
講
演
で

「ポ
ー
ト
フ

ォ
リ
オ

・
バ
ラ
ン
ス
・
チ
ヤ
ネ
ル
」
と
し

て
次
の
よ
う
に
説
明
し
た
（注
１
３

中
央
銀
行
が
市
場
か
ら
国
債
を
大
規
模

に
買
い
上
げ
れ
ば
、
民
間
投
資
本
の
ポ
ー

ト
フ
ォ
リ
オ

（投
資
し
て
い
る
金
融
資
産

の
組
み
合
わ
せ
）
か
ら
国
債
が
減
り
、
現

ま

さ

は

る

正
治

（龍
谷
大
学
経
済
学
部
教
授
）

金
が
増
え
る
。
す
る
と
民
間
投
資
家
は
各

種
の
社
債
の
保
有
を
増
や
す
こ
と
で
ポ
ー

ト
フ
ォ
リ
オ
の
リ
ス
ク
と
リ
タ
ー
ン
を
元

に
戻
す
調
整
を
し
よ
う
と
す
る
。
こ
の
結

果
、
企
業
が
発
行
す
る
社
債
の
追
加
購
入

需
要
が
生
じ
、
民
間
債
券
の
長
期
利
回
り

を
押
し
下
げ
、
金
利
低
下
が
経
済
全
体
に

波
及
す
る
。
さ
ら
に
投
資
家
は
相
対
的
に

金
利
の
局
い
海
外
の
金
融
資
産
の
保
有
を

増
や
そ
う
と
す
る
だ
ろ
う
。
そ
の
場
合
は

ド
ル
売
り

・
外
貨
買
い
に
よ
り
、
ド
ル
相

場
を
押
し
下
げ
、
純
輸
出
を
拡
大
す
る
効

果
も
生
じ
る
。

資
産
価
格
押
し
上
げ
で

消
費
性
向
低
下
に
歯
止
め

Ｑ
Ｅ
２
効
果
の
も
う
１
つ
の
側
面
は
資

産
価
格
の
押
し
上
げ
効
果
で
あ
る
。
バ
ー

ナ
ン
キ
議
長
は
Ｑ
Ｅ
２
実
施
ま
で
は
、
株

式
な
ど
の
資
産
価
格
の
押
し
上
げ
効
果
に

つ
い
て
語
る
こ
と
に
は
慎
重
だ
っ
た
。
昨

年
８
月
の
講
演
で
の
「ポ
ー
ト
フ
オ
リ
オ
・

バ
ラ
ン
ス
・
チ
ヤ
ネ
ル
」
の
説
明
で
は
、

国
債
と
民
間
債
券
の
間
で
の
シ
フ
ト
の
み

で
あ
り
、
株
式
や
不
動
産
資
産
が
明
示
的

に
登
場
し
な
か
っ
た
。

議
長
は
Ｆ
Ｏ
Ｍ
Ｃ
の
決
定
が
発
表
さ
れ

た
後
、
■
月
４
日
付

『ワ
シ
ン
ト
ン
・
ポ

ス
ト
』
紙
の
論
説
で
、
Ｑ
Ｅ
２
の
効
果
に

つ
い
て
株
式
な
ど
の
資
産
価
格
の
上
昇
効

果
も
期
待
で
き
る
、
と
よ
う
や
く
明
示
的

に
語
っ
た
。
株
価
の
上
昇
が
家
計
の
資
産

価
値
を
増
加
さ
せ
る
と
同
時
に
景
気
の
先

行
き
に
対
す
る
自
信
を
改
善
す
る
こ
と
を

通
じ
て
、
個
人
消
費
を
増
加
さ
せ
る
と
述

べ
た
（注
２
と

お
そ
ら
く
Ｑ
Ｅ
２
が
株
価
を

押
し
上
げ
る
効
果
が
あ
る
か
ど
う
か
、
当

初
は
確
信
が
な
か
っ
た
の
だ
ろ
う
。
昨
年

の
夏
以
降
に
株
価
の
上
昇
ト
レ
ン
ド
が
鮮

明
に
な
る
の
を
確
認
し
て
、
よ
う
や
く
こ

の
点
に
つ
い
て
語
り
始
め
た
よ
う
に
思
え

２一
。株
価
の
上
昇
に
つ
い
て
は
、
市
場
参
加

者
の

「イ
ン
フ
レ
期
待
」
に
働
き
か
け
る

経
路
も
あ
つ
た
だ
ろ
つヽ
。
Ｑ
Ｅ
２
が
将
来

の
イ
ン
フ
レ
期
待
を
高
め
る
な
ら
ば
、
イ

ン
フ
レ
で
名
目
価
格
の
上
昇
が
期
待
で
き

る
株
や
不
動
産
な
ど
資
産
を
増
や
そ
う
と

す
る
投
資
本
の
ポ
ー
ト
フ
オ
リ
オ
調
整
が

働
く
か
ら
だ
。
「Ｑ
Ｅ
２
は
将
来
の
イ
ン
フ

レ
高
進
の
原
因
に
な
る
」
と
批
判
し
た
論

者
の
声
は
、
皮
肉
な
こ
と
に
市
場
参
加
者

の
将
来
の
イ
ン
フ
レ
期
待
を
助
長
す
る
こ

と
に
よ
り
、
Ｑ
Ｅ
２
の
効
果
実
現
に

一
役

買
っ
た
の
だ
。

Ｑ
Ｅ
２
の
効
果
に
懐
疑
的
だ
っ
た
エ
コ
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ノ
ミ
ス
ト
の
多
く
は
、
長
期
金
利
が
押
し

下
げ
ら
れ
て
も
、
米
国
の
家
計
全
体
で
は

所
得
に
対
し
て
債
務
が
依
然
過
剰
で
あ

り
、
債
務
返
済
を
優
先
す
る
バ
ラ
ン
ス
シ

ー
ト
調
整
を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
の

で
、
消
費
拡
大
、
景
気
浮
揚
に
目
立
っ
た

効
果
を
上
げ
な
い
と
考
え
て
き
た
。
そ
こ

で
家
計
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
と
資
産
価
格

の
関
係
を
次
に
考
え
て
な
よ
う
。

バ
ブ
ル
崩
壊
に
よ
る
住
宅
価
格
の
下
落

と
景
気
後
退
に
よ
る
株
価
の
下
落
で
、
家

計
は
消
費
を
切
り
つ
め
、
貯
蓄

（含
む
債

務
返
済
）
を
増
や
し
た
。
こ
れ
は
家
計
の

「バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
調
整
」
で
あ
る
。
家
計

の
貯
蓄
率
は
家
計
が
所
得
の
何
倍
の
純
資

産
を
保
有
し
て
い
る
か

（純
資
産
の
所
得

倍
率
と
呼
ぼ
う
）
と
強
い
マ
ク
ロ
的
な
相

関
関
係
が
あ
る
（著
ぎ

０

一
●
●
・
一
・一　
一

一　
・・
一
一　

一　
　
‐
７

図
が
示
す
通
り
、
０７
年
ま
で
は
、
資
産

価
格
の
上
昇
で
純
資
産
価
値
の
所
得
倍
率

が
上
昇
す
る
に
つ
れ
て
米
国
の
家
計
は
貯

蓄
率
を
下
げ
て
き
た

（消
費
性
向
を
上
げ

て
き
た
）。
こ
れ
が
、金
融
危
機
に
よ
る
住

宅
と
株
価
の
下
落
で
０８
年
末
に
は
純
資
産

の
所
得
倍
率
は
大
き
く
下
が
り
、
貯
蓄
率

は
上
昇
し
た
。

図
に
即
し
て
い
え
ば
、
０８
年
末
時
点
の

位
置
か
ら
趨
勢
線

（近
似
線
）
近
辺
の
ゾ

ー
ン
に
戻
る
こ
と
が
家
計
の
バ
ラ
ン
ス
シ

ー
ト
調
整
で
あ
る
。
一展
り
方
に
は
２
つ
の

両
極
端
の
経
路
が
あ
る
。
１
つ
は
上
方
向

の
垂
直
に
近
い
ベ
ク
ト
ル
が
示
す
経
路
で

あ
り
、
こ
の
場
合
は
資
産
価
格
が
上
が
ら

ず
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
調
整
は
専
ら
貯

蓄
率
の
上
昇

（消
費
性
向
の
低
下
）
に
よ

ら
ざ
る
を
得
な
い
。
こ
れ
は
長
期
停
滞
を

招
く
悲
観
シ
ナ
リ
オ
で
あ
る
。

一
方
、
右
方
向
に
伸
び
た
水
平
に
近
い

ベ
ク
ト
ル
は
、
資
産
価
格
の
回
復
に
助
け

ら
れ
た
経
路
で
あ
り
、
こ
こ
か
ら
先
の
貯

蓄
率
の
上
昇
は
ほ
と
ん
ど
無
し
で
済
む
。

こ
れ
が
超
楽
観
シ
ナ
リ
オ
だ
。

筆
者
は
、
現
実
に
は
こ
の
両
極
端
の
シ

ナ
リ
オ
の
中
間
を
辿
る
（中
間
シ
ナ
リ
オ
）

と
予
想
し
て
き
た
が
、
昨
年
の
第
２
四
半

期

（４
～
６
月
）
末
は
悲
観
シ
ナ
リ
オ
に

か
な
り
傾
斜
し
た
位
置
に
あ
つ
た
。
当
時

は
そ
の
ま
ま
悲
観
シ
ナ
リ
オ
を
辿
る
か
、

右
方
に
一戻
っ
て
中
間
シ
ナ
リ
オ
に
復
帰
す

る
か
、
重
要
な
分
岐
点
だ
っ
た
。
そ
こ
で

発
動
さ
れ
た
の
が
Ｑ
Ｅ
２
だ
つ
た
。
昨
年

第
３
四
半
期

（７
～
９
月
）
は
、
第
２
四

半
期
時
点
に
比
べ
、
純
資
産
の
所
得
倍
率

が
上
昇
す
る
一
方
、
貯
蓄
率
は
や
や
減
少

し
、
ベ
ク
ト
ル
は
右
方
向
へ
と
転
じ
て
い

る
。
昨
年
第
４
四
半
期

（１０
～
１２
月
）
の

株
価
上
昇
で
、
１０
年
末
の
図
上
の
位
置
は

さ
ら
に
右
方
の
趨
勢
線
に
接
近
し
て
い
る

だ
ろ
う
。
こ
の
調
子
な
ら
家
計
の
バ
ラ
ン

ス
シ
ー
ト
調
整
は
終
了
局
面
を
今
年
迎
え

る
公
算
が
高
い
。
そ
れ
は
安
定
し
た
貯
蓄

率
の
下
で
の
自
律
的
な
成
長
局
面
へ
の
移

行
を
意
味
す
る
。

サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
連
銀

デ
フ
レ
回
避
で

「勝
利
宣
言
」

今
年
６
月
に
現
行
の
Ｑ
Ｅ
２
は
期
限
を

迎
え
る
。
今
の
景
気
回
復
ト
レ
ン
ド
が
続

け
ば
、終
了
に
な
る
可
能
性
が
高
そ
う
だ
。

た
だ
し
Ｆ
Ｆ
レ
ー
ト
の
ほ
ぼ
ゼ
ロ
金
利
状

態
が
解
除
さ
れ
る
の
は
さ
ら
に
先
で
、
年

末
か
来
年
初
で
あ
ろ
う
。
長
期
金
利
は
１０

年
物
国
債
利
回
り
で
既
に
３
％
台
半
ば
ま

で
上
昇
し
て
い
る
が
、
実
体
経
済
の
回
復

を
伴
っ
て
お
り
、
Ｆ
Ｒ
Ｂ
に
と
つ
て
は
許

容
範
囲
だ
ろ
つヽ
。
年
内
は
４
％
台
半
ば
ま

で
の
上
昇
が
視
野
に
入
る
。

今
年
１
月
３‐
日
に
公
表
さ
れ
た
サ
ン
フ

ラ
ン
シ
ス
コ
連
銀
の
研
究
報
告
は
、
経
済

動
向
と
政
策
効
果
の
分
析
に
使
用
し
て
い

る
大
規
模
計
量
モ
デ
ル
を
使
っ
て
Ｑ
Ｅ
と

Ｑ
Ｅ
２
の
効
果
を
検
証
し
、
２
つ
の
量
的

金
融
緩
和
が
発
動
さ
れ
な
か
っ
た
と
想
定

し
た
ケ
ー
ス
と
比
較
し
て
１２
年
末
ま
で
の

累
積
効
果
を
次
の
よ
う
に
推
計
し
て
い
る

（注
４
）ｏ

①
住
宅
ロ
ー
ン
担
保
証
券

（Ｍ
Ｂ
Ｓ
）
の

長
期
国
債
に
対
す
る
リ
ス
ク
ス
プ
レ

ッ
ド
を
０

・
５
％
押
し
下
げ

②
長
期
国
債
利
回
り
を
０

。
６
％
押
し
下

げ
③
実
質
国
内
総
生
産

（Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
を
３
％

押
し
上
げ

④
履
用
３
０
０
万
人
増
加

（ゝ
つ
ち
Ｑ
Ｅ
２

分
は
７０
万
人
増
加
）

⑤
失
業
率
を
１

・
５
％
押
し
下
げ

⑥
イ
ン
フ
レ
率
を
１
％
押
し
上
げ

こ
つヽ
し
た
推
計
結
果
に
基
づ
き
、
サ
ン

フ
ラ
ン
シ
ス
コ
連
銀
の
リ
ポ
ー
ト
は
、
景

気
後
退
時
の
ゼ
ロ
金
利
制
約
下
で
も
連
銀

に
よ
る
資
産
購
入
は
実
体
経
済
に
目
立
っ

た
押
し
上
げ
効
果
を
も
た
ら
し
、
デ
フ
レ

も
回
避
す
る
こ
と
が
で
き
た
と
締
め
括
っ

て
い
る
。
「勝
利
宣
言
」
に
は
時
期
尚
早
の

感
じ
も
す
る
が
、
筆
者
も
概
ね
同
様
に
考

え
て
い
る
。
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】

米国家計、純資産の所得倍率と貯蓄率
(1970～2010年 )
1970

(出所)米国商務省データから筆者作成
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